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本学では科学研究費補助金（科研費）や企業からの受託研究費など、多くの外部資金を積極的に獲得し研究活動を
行っています。今回は鳥取県環境学術振興事業を元にした研究活動をご紹介します。

鳥取環境大学　学術研究一例紹介

鳥取県内の高等教育機関が取り組む「環境に関する学術研究」を支援

することにより、鳥取県の環境保全及び快適な環境の創造に関する

施策の推進並びに環境関連産業の発展に資することを目的とし、平成

13年度から鳥取県が実施している研究補助事業です。

鳥取県環境学術研究費とは

18年度（初年度：2年計画）は、基本的には各種の基礎情報を収集することが

中心となっている。まず、家庭からのCO2排出量の算定に関する情報、文献の

収集、それに使用する各種統計情報の収集を行い、ほぼ所期の資料が入手でき

た。一般に用いられる代表的な統計情報としては、電気事業便覧、ガス事業

統計年報、家計調査年報などが挙げられるが、これらはいずれも都道府県別の

デ－タであり、どのようにして市町村単位までブレ－クダウンするかがポイン

トと考えられる。次に現在までの収集情報をもとにして、2003年度の時点での

鳥取県下の市町村別の家庭からのCO2排出実態について概略の試算をした。以

下に主要なものを示す。別図-2は、製造、運輸、農業、民生業務用、廃棄物焼

却をあわせた全排出量に占める家庭部門の割合を求めたものである。米子市、

日野町などは製造部門からの排出が多いが、一方で三朝町、若桜町、八頭町、

伯耆町などでは家庭部門の占める割合が高く、この分野の対策が望まれている

ことがわかる。別図-3は、1人当たりの家庭からのCO2排出量を比較したもの

家庭部門からの市町村ごとのCO2
排出量推定方法に関する研究

鳥取県の環境政策展開の指針となる「環境基本計画」のなかでは、地球温暖化対策特に家庭部門の対策は重点課題の一つと
して位置付けられている。この分野の対策に関しては、市民の生活に密接な関係があることから、県レベルはもとより市町
村レベルでより日常生活に密着した施策の推進が望まれている。しかしながら客観的デ-タが不足してややもすると主観的、
理念的な議論に終始する傾向が強く、施策実施の推進力が弱い感があった。本研究により所期の成果が得られれば、具体的
なCO2排出量が推定でき、貴重な行政判断材料のひとつとして活用できるものと考える。

研究の活用

図-1　市町村別の家庭からのCO2 排出量
　　 （単位：千トンCO2 /年）

図-2　市町村別ののCO2全排出量に占める家庭部門の割合
　　 （単位：％）

図-3　市町村別のの1人当たりの家庭からのCO2排出量
　　 （単位：トンCO2 /人・年）
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環境政策学科

教　授  岡崎 　誠
 Okazaki  Makoto

環境政策学科

教　授  遠藤 辰雄
 Endo  Tatsuo （研究代表者）

である。境港市、日野町、日南町などで高い値となっている。これらの市町でも家庭部門の対策に重点を置くことが望ましいと推察される。今後、

さらに推定精度を上げ、また、多角的な分析を行いながら、行政政策の企画段階で利用可能な推定方法を模索していく考えである。

鳥取県環境学術研究
振興事業 E C O L O G Y   T O T T O R I
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情報システム学科

教　授  今井 正和

18年度（初年度：2年計画）は研究計画に基づき、温度等の情報をネットワークに送り出すために必要となる

超小型コンピュータ50台の整備を行った。この超小型コンピュータがセンサからの情報をネットワークに

マルチキャストを用いて送出する状況をシミュレートするソフトウェアの構築を行い、それを用いて、多数

のセンサがネットワークに情報を送り出したときにどのようなことが発生するかについての評価を現在行っ

ている段階である。またセンサからのデータをSOAP（Simple Object Access Protocol）を用いてやり取り

することが適当との結論になった。これはセンサからのデータを活用する基盤としてWWWの仕組みを使用

することが最も汎用的であると考え、さらにその基盤上でデータ流通の仕組みとしてXMLに基づいたSOAP

による情報のやり取りをセンサからのデータ送出の段階から実現することが有意義であるとの考えからで

ある。Live E!へはSOAPによりデータの送出を行う。

※Live E！とは　個人や組織により設置運営される「デジタル百葉箱」等が自立的に生成・取得する、気象

情報や都市活動に関する情報など、広義の地球（Earth）に関する生きた（Live）環境（Environment）情報

が自由に流通し共有される電子（Electoronic）情報基盤を形成発展させ、自律的で自由な環境情報の利用法、

安心安全で効率性の高い活動空間（＝環境）の創造をめざしているもの。地球温暖化対応のような環境

保護対策での利用はもちろんのこと、教育、公共サービス、ビジネスアプリケーションなどの分野での自由

で自律的な利用法について、積極的な働きかけを行っている。

Imai  Masakazu

鳥取県における気象情報
センシングネットワークの構築

本研究の成果は様々な方面での応用が考えられる。例えば、環境教育の教材として中学や高校、あるいは小学校での気象

情報の活用がある。また降水量や風速等の情報は、異常な気象状況においては防災の観点からは非常に重要なものである。

このような防災への応用も考えられる。
研究の活用

環境デザイン学科

教　授  吉村 元男

18年度（初年度：2年計画）は、標記の研究テーマの帰結として、「地域のバイオマス利用の模索から、CO2 排

出削減50％時代に備えたバイオマスによる新しいまちおこし（環節都市・アースロポッドシティづくり）の

手法の開発」へと進展した。18年度の研究実績として、地域のバイオマス利用事業の実践プロジェクトの

4つのプロジェクトを実施した。

Yoshimura  Motoo

地域のバイオマス未活用資源を
エネルギーとして利用する方法に関する研究

● 南部町地域新エネルギービジョンの策定調査

●とっとり花回廊へのバイオマス利用
　※木質バイオマスエネルギー供給事業調査事業※全球バイオマス花植物園構想の提案

●大山町地域新エネルギービジョンの策定調査

●鳥取環境大学・NPO法人鳥取発エコタウン2020によるNEDO研究
   「＜どこですカー＞システムによるマイカー通学者のエコバス乗り換えと廃食油利活用による化石燃料ゼロ
     型省エネルギー事業」

以上の、一連のプロジェクトへの指導及びプロジェクトマネージメントとしての関与を通して、鳥取発のバイオマスタウンモデルから、今までに

なかった、地域資源循環型のまちおこしモデルの創出へと向かった。アースロポッドシティがバイオマスタウンと異なる視点は、バイオマスタ

ウンが、特定の事業所が生み出すバイオマスを、特定の事業所が石油の代替エネルギーとして利用する循環に留まっているのに対して、アース

ロポッドシティのまちおこしでは、一般の住民が生み出すバイオマスを、共有または公共のサービスに活用することで、住民自らが地域循環の

輪の主体者となり、地域に活力を生み出すと同時に、地球温暖化防止にも寄与するエコロジーとエコノミーを一体的に解決する手法を目指す点に

ある。以上の流れを、「環節都市―わがまちは、油田！！」にまとめて出版することで、鳥取環境大学の6年間の研究の集約をし、きたるべき

地球温暖化に備えた地域ぐるみの取り組みを、分かり易い普及版として出版した。

●木質系バイオマスの部門
■南部町庁舎へのチップボイラー導入のフィージビリティ調査継続によって、導入実現を目指す。この成果を活かし、耐用年数が来る鳥取県の重油ボイラー使用
　事業所、工場などへの導入を働きかけ、地域のバイオマス資源循環社会の構築を目指す。
■とっとり花回廊への木質バイオマス導入のフィージビリティ調査の継続。 ■木質バイオマスの導入に関する鳥取県の可能性を自治体や森林関係者への働きかけ。

●バイオマスを主体にしたマイクログリッドによる小地域エネルギー安定供給システムの可能性研究
●アースロポッドシティの手法の更なる開発と地域への応用
■7色の原則　10のプログラムの普及・啓発。

●アースロポッドシティに関する出版事業の継続

研究の活用

※フィージビリティとは　feasibility　実現可能性、実行可能性
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【研究分野】環境学術研究事業では環境に関わる10の分野の研究に対して助成が行われています。

【本学研究採択例（平成19年度）】本年度は、2・3ページに紹介した研究を継続するほか、以下のような研究に取り組んでいます。

岡崎　　　誠
（2年計画 / 初年度）

加々美　康彦
（3年計画 / 初年度）

木俣　　信行
（3年計画 / 初年度）

鷲見　　育亮
（3年計画 / 初年度）

小林　　朋道
（2年計画 / 2年度）

東樋口　　護
（2年計画 / 2年度）

浅川　　滋男
（2年計画 / 2年度）

村上　太佳子
（2年計画 / 2年度）

鷲野　　翔一
（3年計画 / 初年度）

 研究代表者 研　　究　　テ　　ー　　マ

一般廃棄物の減量化に係る諸政策の体系的整理と戦略的取組みの検討－人口低密地域を念頭に－

ゴミ処理を行う市町村にとって、ゴミの減量は重要な課題の一つです。人口の少ない地域にも適したゴミの排出量削減
施策を探り、その効果を促進する支援策やマイナス影響の防止策を検証します。より効果的な政策立案に貢献します。

鳥取県域における統合沿岸域管理の適用・発展に関する研究

陸と海が出会う場所－沿岸域－は地球上で最も生態系の豊かな場所の一つです。しかし日本には、生態系保護という観点
からの沿岸域管理はありません。本研究では、優れた沿岸域である鳥取県でこれを実現すべく、生態系保護と開発の両立
を促す統合的な管理制度を探ります。　

高発光率白色LED を用いた、県特産因州和紙応用の省エネルギー型照明器具の開発とデザイン

初年度はろうそく色LEDやエアー電池（炭と塩水によるCO2を出さない電池）を利用した照明器具を制作し、イベントに
参加しました。今年度はそれらを更に改良し、和紙の美しさを生かしたデザインの完成を目指し、アートイベント等での
活用を試みます。

ローコストによる古民家修復手法の開発－住むことと修理することの実践をとおして－

文化財価値の高い古民家は修復・再生に多額の費用がかかるため、老朽化とともに撤去され姿を消しつつあります。本研
究では登録文化財「加藤家住宅」修復の実践を通して、「ローコスト型修復」の手法を探り、一つのモデルを提示します。
⇒ブログ「倭文日誌」で情報公開中

城下町/防災都市景観を生かした鳥取市景観まちづくりに関する調査研究

鳥取の城下町の町なみや歴史的景観は、過去に震災や大火で失われましたが、その後防災都市として再開発されました。
その過程を、地理情報システムを用いて整理し、城下町の都市構造と風情を生かしながら近代的都市機能をあわせ持つ
開発手法を研究します。

樋門周辺部の水地に生息する絶滅危惧動物を中心とした生物の調査と保全対策の提言

初年度の調査で、鳥取県東部を流れる千代川水系の樋門（本流の水を取り入れたり排出したりするための水門）周辺には
絶滅危惧種を含む多様な生物の生息が確認されました。更に調査を行い生息地の効果的な保全方法や子ども達の学習の場
としての効果について検討を行います。

次世代向け省エネタイプマルチドライブ方式PLL 周波数シンセサイザの研究開発

衛星通信や携帯電話などで飛来するデータを受信するために、特定の同期した周波数信号発生器（PLL周波数シンセサイザ）
が必要になります。高速処理が必要で消費電力が増大しますが、その処理時間を極力短縮した低消費電力型切替制御方式
の検討を行います。

持続可能な地方都市における中心市街地のスケルトン・プロトタイプの開発研究

スケルトンは建築物の基本となる骨組みですが、その中に住宅や店舗などをスケルトンとは切り離して設けることで、地方
都市の中心市街地の空間を高度に利用するとともに、世代を超えて使い続けられる地域の共通財産を確保し、安定したまち
づくりを可能にします。

環境負荷の少ない電気自動車の開発とその社会への導入の合意形成手法の研究・開発
～コンパクトシティの形成に向けて～

キャパシターと呼ばれる新しい電源を、バッテリーと置き換えることにより、普通の電気自動車（EV）より公害の少ない
EVを開発します。そしてコンパクトシティと呼ばれる新しい都市計画にこのEVを導入することによって、環境にやさしく、
中心都市部が再活性化された、少子高齢化対応の都市を建設します。

●廃棄物減量化とリサイクル●大気環境の保全●水環境の保全●環境汚染
化学物質の適正管理

環境への負荷の少ない社会の構築
●人と自然とのふれあいの推進 ●温泉の保護と活用●都市と農山漁村の
交流の推進

人と自然とのふれあいの確保

●環境教育・学習体制の整備●環境教育・学習活動の推進

環境教育、環境学習の推進

●環境関連技術の開発 ●環境関連産業の育成・振興

環境関連産業の振興

●地球温暖化防止対策の推進●オゾン層保護対策の推進●酸性雨防止対策
の推進●その他の地球環境問題への取組の推進●環日本海諸国との連携強
化と協力

地球環境保全に向けた活動の推進と 国際交流

●環境影響評価の推進●環境情報の整備・提供●環境に関する監視体制の
整備充実●環境に配慮した社会資本整備等の推進●地域における環境の保
全と創造 ●その他　　

その他環境の保全及び快適な環境の創造に関する事項

●森林の環境保全機能の確保●水辺の環境の保全●農地の環境保全機能の
確保●都市地域の自然環境の確保

森林、農地、水辺等の持つ環境保全機能の確保

●｢貴重な自然｣と｢身近な自然｣の保全●生物多様性の確保と野生生物の
保護管理

多様な自然環境の保全と生物多様性の確保

●親しみやすい水環境の保全と創造●豊かで多様な緑の保全と創造●良好
な景観の保全と創造●歴史的・文化的環境の保全と整備

自然環境と調和した生活空間の創造

●各主体の協力推進体制の整備●県民・事業者・行政の自主的取組の推進

環境の保全及び快適な環境の創造に関する
自主的な活動の推進


